
































































































































































































E R 1 (経済協力開発機構-教育革新研究センター)による学校改善に関する国際共同研究










































































室における授業そのものにまでより踏み込んだものとなっていったjという (38)。また、 Hallinger& 
















































































































付記 1:本稿は、日本教育学会関東地区研究会 r20世紀教育学からの宿題J(2002年 12月刊日，筑波大学学校教
育部)において rw学校の自律性』研究の課題-20世紀学校経営学からの宿題-Jと題して筆者が報告
した内容に大幅な修正を加えて再構成したものである。
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